
鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)-14

一宮(県)-14 愛知県 愛知第５

ひびき不動産鑑定株式会社　名古屋オフィス

平井　真希

20,500,000 124,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 16日

令和  7年  7月  4日 令和  7 90,000

一宮市大和町毛受字八幡前２２番３
165

台形
1:2

住宅
Ｗ2

中規模一般住宅を中
心に、アパ－ト、倉
庫等も見られる住宅
地域

南5.6m市道 水道、
ガス、
下水

尾張一宮
1.4km

準工
( 60, 200 )

100 30 100 100 戸建住宅地

10 15 150 長方形

特にない 基準方位北、　　
５．６ｍ市道

尾張一宮駅
西方1.4km

準工
( 60, 200 )

当該地域は戸建住宅を主体としてアパート、倉庫等も見られる既成住宅地域であり、地域要因に特別な変動はなく、当
面は現状のまま推移していくものと予測される。

戸建住宅地

124,000

／

／

／

形状
方位

0.0
+5.0

同一需給圏は、概ね一宮市の市街化区域内における住宅地域である。需要者は、圏内に在住する住宅取得目的の一次取
得者層を中心に、圏外からの転入も見受けられる。駅からはやや距離があるものの、人気の高い学区内であることから
、堅調な需要が認められ、地価は引き続き上昇基調にある。市場での中心価格帯は，土地で２，０００万円前後程度、
新築戸建物件で３，５００万円～４，０００万円程度と把握される。

比準価格は、同一需給圏内の類似地域に存する事例を採用し、各事例の規範性に応じて試算した実証的な価格である。
収益価格は、対象基準地の画地条件により収益物件の想定は非現実であるため、適用を断念した。本件では、近隣地域
は居住の快適性が重視される住宅地域であり、自用目的での取引が一般的であることから、単価と総額との関連性及び
代表標準地との均衡性を踏まえ、市場の実態を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

一宮-1

108,000

100.0

100.0 91.1

105.0
124,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

-6.0

-4.0

0.0

0.0

■ □

115,000

□ □

+7.8

建築費高騰や金利上昇等が影響を与える中、利便性が良好な
住宅地に対する需要は堅調である。但し、郊外部では弱さも
認められる。

尾張一宮駅西側の既成住宅地域で、最寄駅からやや距離はあ
るが、人気の学区内に位置することから、安定した需要が見
込まれる。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)-15

一宮(県)-15 愛知県 愛知第５

森本不動産鑑定事務所

森本　達也

9,690,000 65,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 20日

令和  7年  7月  4日 令和  7 52,000

一宮市三条字道東８５番１７
149

1:1 住宅
Ｗ2

中規模一般住宅、ア
パ－ト等が混在する
住宅地域

西6m市道 水道、
ガス、
下水

奥町
2km

準工
( 60, 200 )

0 100 50 50 戸建住宅地

10 15 150 長方形

特にない。 基準方位　北　　
６ｍ市道

奥町駅
南方2km

準工
( 60, 200 )

熟成した住宅地域であり、特段の変動要因はない。今後も概ね現状を維持して推移していくものとと予測する。

戸建住宅地

65,000

／

／

／

方位 0.0

同一需給圏は、名鉄名古屋本線及び尾西線沿線の住宅地域である。需要者は、市内に居住する第一次取得層が中心で、
同一需給圏外からの転入者は少ない。尾西地区は市の中心部と比較すると不動産市況はやや低調であるが、近隣地域は
尾西地区の中心エリアに近く割安感もあって需要は概ね堅調である。中心となる価格帯は土地で１０００万円～１５０
０万円前後、新築戸建物件で２５００万円～３０００万円前後である。

近隣地域は自用目的の取引が中心であり、同一需給圏内において多数の信頼性のある取引事例を採用して求めた比準価
格は、市場の実態を反映し規範性は高い。一方、収益価格について、周辺には共同住宅も見られる地域であるが地積過
小等の理由により非適用としたことは、実現性の観点から考察して妥当であると判断出来る。従って比準価格を重視し
、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

一宮-19

60,500

100.5

100.0 93.1

100.0
65,300

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-3.0

-1.0

-3.0

0.0

0.0

■ □

64,000

□ □

+1.6

駅接近や住環境の良好な住宅地需要は堅調であるが、金利高
、建築費の高騰等の不安要素もあり、郊外の住宅地は需要が
減退しつつある。

特段の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  8日提出

一宮(県)-16

一宮(県)-16 愛知県 愛知第５

株式会社安達不動産鑑定調査

塚本　譲太

18,300,000 41,400

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  5日 令和  7

1.1

一宮市萩原町高木字津崎１３番
443

1:2 住宅
Ｗ2

農地の中に一般住宅
が散見される住宅地
域

南4m市道 水道、
ガス

萩原
1.6km

「調区」
( 60, 200 )

30 100 100 40 戸建住宅地

15.3 28.8 443 長方形

特にない。 ４ｍ市道 萩原駅
南東方1.6km

「調区」
( 60, 200 )

市街化調整区域の住宅地域であり、概ね現状を維持して推移するものと予測する。

戸建住宅地

41,400

／

／

／

ない

同一需給圏内は一宮市及び隣接市の市街化調整区域内の圏域である。主な需要者は地縁的選好性を有する一次取得者で
あり、圏外からの転入者は少ない。市内中心部より離れた農家住宅が多く見られる住宅地域であり、需要は限定的であ
るため価格も横ばいの状態が続いている。市場での中心となる価格帯は、土地が１０００万円程度、新築戸建住宅は２
５００万円程度である。

比準価格は、同一需給圏内の住宅地域に存する事例を採用し、各事例の規範性に応じて試算した実証的な価格である。
収益価格は、近隣地域が賃貸市場の未成熟な市街化調整区域に存しており、投資採算性に見合う収益物件の想定は非現
実的であるため、その適用を断念した。本件においては、自用目的での取引が一般的であることから、市場の実態を反
映した比準価格を標準とし、標準地との均衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

□ ■

一宮-42

38,900

100.0

100.0 94.1

100.0
41,300

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

-1.0

-5.0

0.0

0.0

■ □

41,400

□ □

0.0

一宮市内中心部及び生活利便施設等が多い地区については、
住宅需要は底堅いが外縁部は横ばいである。

地域要因に特段の変動は認められない。

個別的要因の変動は認められない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  8日提出

一宮(県)-17

一宮(県)-17 愛知県 愛知第５

株式会社　十八鑑定

中村　智信

8,380,000 35,500

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  1日 令和  7

一宮市祐久字南野黒３番１
236

1:3 住宅
Ｗ2

一般住宅を主とした
既成集落地域

北4.6m市道 水道、
ガス

萩原
2.6km

「調区」
( 60, 200 )

50 50 40 40 戸建住宅地

10 25 250 長方形

特にない ４．６ｍ市道 萩原駅
北西方2.6km

「調区」
( 60, 200 )

一般住宅、農地等が混在する市街化調整地域内の住宅地域である。特記すべき地域要因の変動は見られないため、当面
は現況のまま推移してゆくものと予測される。

戸建住宅地

35,500

／

／

／

ない

同一需給圏は、一宮市及び隣接市町の市街化調整区域内の住宅地域である。需要者の中心は、圏域内の個人で、圏域外
からの転入者は少ない。一宮市の南西方、岐阜県境に近い旧尾西市に存しており、鉄道駅から距離があり、農家集落的
な地域性もあって市場での需給動向は弱く、地価は弱含みで推移している。中心となる価格帯は、土地で１０～１５百
万円前後、新築戸建住宅で２０～２５百万円前後である。

比準価格は、市街化調整区域内の事例を採用し試算した。実証的かつ客観的な価格であり、説得性を有する。一方、収
益価格は、賃貸市場が熟成していないため試算しなかった。当該地域は、農家住宅、一般住宅を中心とする集落地域に
あり、地縁的な選好性が強く、自己の居住を目的とした取引が中心である。したがって、比準価格を標準とし、標準地
との検討も踏まえ、鑑定価格を決定した。

□ ■

一宮-42

38,900

100.0

100.0 110.0

100.0
35,400

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+10.0

0.0

0.0

□ ■

□ □

郊外の利便性が劣る住宅地の地価は軟化傾向が続いている。
物価高騰等の経済的要因が将来性に翳りを孕んでいる。

旧尾西市域にある集落地域で、地域要因には特段の変動要因
は認められない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-1

一宮(県)5-1 愛知県 愛知第５

川和不動産鑑定株式会社

川地　秀和

93,800,000 238,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 20日

令和  7年  7月  4日 令和  7 185,000

一宮市栄２丁目１２番４外
「栄２－１２－８」

394

1:1.5 事務所兼共同住宅
ＲＣ8

中高層の店舗、事務
所等が建ち並ぶ商業
地域

東36m市道 水道、
ガス、
下水

尾張一宮
240m

商業
( 80, 600 )
防火

駐車場整備地区
(地区計画等)
( 100, 400 )

30 0 100 140 高層事務所兼共同住宅地

16 25 400 長方形

特にない ３６ｍ市道 尾張一宮駅
北方240m

商業
駐車場整備地区
(地区計画等)
( 100, 400 )
防火

店舗、事務所、マンションを中心とする尾張一宮駅北方の商業地域である。駅至近に存している基準容積率４００％の
幹線道路沿いの商業地域で、徐々にマンション等の住宅系用途が増えてゆくものと予測される。

高層事務所兼共同住宅地

246,000

182,000

／

／

ない

同一需給圏はＪＲ東海道本線、名鉄名古屋本線沿線の一宮市及び周辺市の駅前等の商業地域である。需要者の中心は全
国展開する店舗を経営する法人、地元の中小企業及び開発目的で取得する不動産業者等である。店舗、事務所等が多い
尾張一宮駅前の商業地域で、緩やかな景気回復及びマンション用地との競合の影響もあって、地価は上昇傾向にあると
分析される。規模にばらつきが大きく中心となる価格帯は見出せない。

当地域は、店舗、事務所、マンション等が混在する地域で、投資不動産として購入する需要者がみられ、収益価格も十
分考量すべきであるが、当地域の取引においては自己利用目的とすることが多く、投資採算性に着目し価格決定される
ほど収益性は熟成していないため、実証的・客観的である比準価格を標準に、収益価格を比較考量し、鑑定評価額を上
記の如く決定した。

■ □

一宮5-7

231,000

103.0

100.0 /

100.0
238,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

■ □

218,000

■ □

一宮5-7

231,000

+9.2 +3.0

緩やかな景気回復の影響を受け、投資需要は堅調に推移し、
中心部の地価は上昇傾向にある。郊外地域は概ね堅調に推移
している。

マンション用地との競合等により、高値取引になるケースが
多くみられる。

価格形成要因に影響を及ぼす個別的要因の変動は認められな
い。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-2

一宮(県)5-2 愛知県 愛知第５

辰紀不動産鑑定調査株式会社

中島　豊司

20,500,000 135,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 20日

令和  7年  7月  3日 令和  7 105,000

一宮市本町３丁目７番１６
「本町３－７－２６」

152

1:5 店舗兼住宅
Ｓ3

小売店舗等が建ち並
ぶ市の中心アーケー
ド商店街

西15m市道 水道、
ガス、
下水

尾張一宮
420m

商業
( 80, 400 )
防火

( 100, 400 )

30 45 80 80 低層店舗地

6 25 150 長方形

市中心部に位置するアーケ
ード商店街

１５ｍ市道 尾張一宮駅
東方420m

商業
駐車場整備地区
( 100, 400 )
防火

近隣地域は、小売店舗等が建ち並ぶアーケード商店街である。店舗の入れ替わりは若干見受けられるが、地域の繁華性
に影響を与える特別の変動要因は見受けられない。当面は現状維持で推移するものと予測する。

低層店舗地

135,000

86,900

／

／

ない

同一需給圏は、一宮市内のうち幹線及び準幹線道路沿いを中心とする商業地域。需要者は、地縁性のある中小法人、個
人事業者等が中心。同一需給圏における投資環境は概ね良好に推移しているが、今後の金融資本市場の変動に留意する
必要がある。近隣地域周辺について、アーケード商店街につき競争力は高くないが、一宮駅周辺の商業地の活況さの波
及により需給関係は安定的。価格帯の中心は、近隣地域周辺における不動産取引が少なく見出しにくい状況にある。

相対的には自用目的の取引が多く、市場における規範性の高い取引事例を収集することができた。これら取引事例から
求めた比準価格の信頼性は高い。一方、収益価格については、店舗等の賃貸市場が熟成途上で、土地価格に見合った賃
料水準が形成されておらず、低位に試算された。従って、相対的信頼性に優る比準価格を中心に、収益価格は参考に留
め、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

一宮5-14

149,000

104.0

100.0 114.7

100.0
135,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-2.0

+17.0

0.0

0.0

■ □

130,000

□ □

+3.8

金融資本市場の変動、米国の通商政策等の懸念材料がある中
、景気は緩やかに回復。不動産市場は、市中心部を中心に堅
調に推移。

特別の変動要因はない。一宮駅周辺の商業地の取引市場は活
況であり、これらの波及により地価は上昇基調にある。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-3

一宮(県)5-3 愛知県 愛知第５

株式会社エステート・ラボ

安田　商基

106,000,000 115,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  3日 令和  7 88,000

一宮市妙興寺２丁目２番４外
「妙興寺２－２－２０」

919

1:2 店舗
Ｓ1

幹線道路沿いに店舗
、事務所等が見られ
る路線商業地域

北24m市道、
背面道

水道、
ガス、
下水

妙興寺
250m

準住居
( 60, 200 )

100 50 0 60 低層店舗地

25 40 1,000 長方形

特にない ２４ｍ市道 妙興寺駅
東方250m

準住居
( 60, 200 )

特に地域的特性に大きな変化を促す要因は見受けられず、今後も現状のまま推移するものと予測する。

低層店舗地

117,000

93,000

／

／

二方路 +4.0

同一需給圏は、一宮市及び隣接市の路線型の商業地域である。需要者の中心は、地縁を持つ企業及び個人事業者、ロー
ドサイド型の飲食・物販企業等が考えられる。市場における土地需要の中心は、商業地の取引の絶対数が少なく、業種
・業態によって需要する画地規模も異なるため、把握は困難である。近隣地域は、店舗・事務所の連たん性や背後住宅
地の状況に比較的恵まれた立地にある商業地域で、需要は堅調に推移している。

比準価格は市場性に着目し、実際に市場で行われた取引事例に基づき試算した実証的な価格である。収益価格は収益性
に着目した理論的な価格であるが、近隣地域における商業事業者向の賃貸市場は成熟しておらず、自用目的での取引が
支配的であることなどから、収益価格の相対的信頼性は低いと判断する。従って、実証的である比準価格を中心に、収
益価格を比較考量し、標準地価格との均衡、市場の特性などを検討の上、本鑑定評価額を決定した。

□ ■

一宮5-16

101,000

100.5

104.0 88.1

104.0
115,000

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

0.0

-9.0

-6.0

+3.0

0.0

■ □

113,000

□ □

+1.8

不動産市場は堅調であるが、トランプ関税に伴う景気後退懸
念、建築費高騰や今後の金利上昇に伴う土地需要の減退に注
視が必要である。

特に大きな地域的特性の変化は見られない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-4

一宮(県)5-4 愛知県 愛知第５

ひびき不動産鑑定株式会社　名古屋オフィス

平井　真希

136,000,000 275,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 16日

令和  7年  7月  4日 令和  7 205,000

一宮市新生１丁目２番３外
「新生１－２－８」

495

2:1 店舗兼事務所
ＳＲＣ9

中高層の店舗事務所
ビルのほか小店舗、
駐車場が多い駅前の
商業地域

西15m市道、
南側道

水道、
ガス、
下水

尾張一宮
150m

商業
( 80, 400 )
防火

駐車場整備地区
( 100, 400 )

0 50 0 100 中高層店舗兼事務所地

25 20 500 長方形

特にない １５ｍ市道 尾張一宮駅
西方150m

商業
駐車場整備地区
( 100, 400 )
防火

中高層の店舗、事務所ビルのほか、駐車場等も見られる尾張一宮駅西口の商業地域である。至近に位置する駅直結の名
鉄百貨店一宮店が２０２４年１月に閉館し、新ビル「イチ＊ビル」が２０２５年度中に開業予定である。

中高層店舗兼事務所地

286,000

207,000

／

／

角地 +5.0

同一需給圏は、一宮市を中心にＪＲ東海道本線、名鉄名古屋本線各主要駅周辺の商業地域である。需要者は、地元法人
や開発業者を中心に投資家等も想定される。尾張一宮駅西口は東口と比較して商業繁華性にやや劣るものの、一定の店
舗等の立地が認められるほか、高容積率を背景にマンション用地需要は旺盛であるなど、地価は上昇基調にある。市場
の中心価格帯としては、供給が限定的であるほか、規模・用途等に応じて相違が認められ、一定の傾向は見出せない。

比準価格は、環境条件等比較可能性が認められる事例を採用して試算した実証的な価格である。収益価格は、店舗兼事
務所と最有効使用に即した建物を想定したが、地価に見合う賃料水準が形成されておらず低位に求められた。但し、周
辺には収益物件の立地も見受けられ、市場参加者は収益性からのアプローチも行うものと思料される。よって本件では
、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量し、代表標準地との均衡性を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

■ □

一宮5-7

231,000

103.0

100.0 90.6

105.0
276,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

-3.0

-11.0

0.0

0.0

■ □

255,000

□ □

+7.8

建築費高騰や金利上昇等により企業の投資意欲等は様子見の
状況が窺われるが、市中心部の商業地に対する需要は依然と
して堅調である。

尾張一宮駅西口至近の商業地域。建築費高騰が市場に影響を
及ぼす中、良好な交通利便性を背景にマンション適地を中心
に需要は高い。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-5

一宮(県)5-5 愛知県 愛知第５

武藤不動産鑑定事務所

武藤　信吾

88,900,000 127,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  6日 令和  7 92,000

一宮市富士３丁目１番２
「富士３－１－３７」

700

1:2 店舗
Ｓ1

中小規模の店舗等が
多く建つ路線商業地
域

南18m国道、
背面道

水道、
ガス、
下水

尾張一宮
2.2km

準住居
( 60, 200 )

150 150 50 0 低層店舗地

25 30 750 長方形

特にない １８ｍ国道 尾張一宮駅
東方2.2km

準住居
( 60, 200 )

当該地域は国道１５５号沿いの路線商業地域で、比較的新しい郊外型店舗が建ち並んでいる。路線商業地域として、繁
華性も高く、長期的に見れば徐々に成長、発展していくものと予測する。

低層店舗地

128,000

73,100

／

／

二方路 +5.0

同一需給圏は一宮市及び稲沢市の幹線街路沿いの路線商業地域である。主な需要者は同一需給圏内で事業を展開する事
業者、ＦＣ等の事業者、店舗等を開発する不動産業者等である。当該地域は国道１５５号沿いの繁華性が高い路線商業
地域であり、売り物件が出ればその希少性から高値で取引される傾向がみられる。需要の中心となる価格帯は取引の規
模、目的により異なることから把握が困難である。

比準価格は一宮市内の幹線及び準幹線道路沿い等の商業性を有する地域に存する事例を採用し試算した。一方、収益価
格は土地価格に見合った賃料水準が形成されていないことから比準価格に比べて低位に求められた。このため本件では
、市場の実態を反映した比準価格を標準とし、収益価格を比較考量して、公示価格との均衡にも留意の上、鑑定評価額
を上記のとおり決定した。

□ ■

一宮5-5

122,000

102.1

105.0 98.0

105.0
127,000

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0
0.0

-3.0

0.0

+2.0

-1.0

0.0

■ □

118,000

□ □

+7.6

景気は物価上昇、建築費の高騰等により不確実性を増す。一
宮駅周辺の用地需要は堅調だが、郊外では軟調又は横ばいで
推移している。

繁華性のある路線商業地域であり、特に大きな地域要因の変
動は認められない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-6

一宮(県)5-6 愛知県 愛知第５

有限会社現代不動産研究所

國島　章民

71,000,000 72,200

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 11日

令和  7年  7月  2日 令和  7 55,000

一宮市三条字ヱグロ３２番１外
983

台形
2:1

銀行
ＲＣ2

小売店舗が比較的多
い路線商業地域

北11m市道、
三方路

水道、
ガス、
下水

奥町
2.1km

近商
( 80, 200 )
準防

(駐車付置義務)
( 90, 200 )

100 100 0 40 低層店舗住宅併用地

30 20 600 長方形

特にない １１ｍ市道 奥町駅
南方2.1km

近商
( 90, 200 )
準防

地域要因に繁華性の変化など特段の変動が見られないことから、当面は現況のまま推移するものと予測する。地価は概
ね横ばいから微上昇で推移するものと予測する。

低層店舗住宅併用地

72,200

44,500

／

／

三方路 +5.0

同一需給圏は、一宮市内の商業地域及び商住混在地域。需要者は地場の店舗経営者を中心とする。近隣地域は、市中心
部から続く準幹線道路沿いの商業地域であり、店舗の進出は少なく弱含んできたが、近年、市中心部の地価上昇を受け
て、需給は均衡を得てきた。需要の中心となる価格帯は、個別的に形成される傾向にあり、見いだしにくい状況にある
。

比準価格は同一需給圏内の類似地域に存する取引事例から求めた実証的な価格である。収益価格は収益性の観点から求
めた理論的な価格であり、商業地においては重視すべき価格であるが土地価格に見合う賃料を収受できないことから低
く求められた。近隣地域では自用目的での取引が多く、賃貸目的で土地を購入するケースは少ない。よって、実証的な
比準価格を重視し、収益価格を比較考量の上、標準地との均衡に留意し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

□ ■

一宮5-4

85,400

100.0

110.0 113.4

105.0
71,900

0.0

0.0

0.0

+10.0

0.0
0.0

+9.0

0.0

+1.0

+3.0

0.0

■ □

72,200

□ □

0.0

尾張一宮駅周辺は繁華性の高まりが見られる。郊外路線沿い
も同様に堅調な地域が多い。旧尾西地区など一部で弱い地域
も存する。

旧尾西市の中心商業地であるが、新たな出店、撤退等はみら
れず、繁華性に特段の変動はない。需給は概ね均衡して推移
している。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  7日提出

一宮(県)5-7

一宮(県)5-7 愛知県 愛知第５

足立総合鑑定事務所

足立　哲実

47,000,000 208,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月  4日

令和  7年  7月  4日 令和  7 160,000

一宮市大江３丁目１番１５外
「大江３－１－２１」

226

1:1.5 店舗、事務所兼住宅
ＲＣ4

中低層の店舗、事務
所が建ち並ぶ県道沿
いの商業地域

西25m県道 水道、
ガス、
下水

尾張一宮
650m

商業
( 80, 600 )
防火

( 100, 400 )

20 45 120 15 中層店舗兼事務所地

12 20 240 長方形

特にない ２５ｍ県道 尾張一宮駅
東方650m

商業
駐車施設附置義務
( 100, 400 )
防火

市内中心部に位置する繁華性の良好な商業地域。大型商業施設の進出はないが、一宮駅周辺の商業地域の地価水準の上
昇が継続している。

中層店舗兼事務所地

209,000

75,400

／

／

ない

同一需給圏はＪＲ尾張一宮駅周辺の中心市街地一帯の商業地域。需要者の中心は商業施設に係る事業法人、個人事業者
に加え高層住宅の建設を目的とする不動産業者等が想定される。商業繁華性の高い地域であり、多様な用途の利用が展
開されている。実需に基づく需要が中心であるが、周辺では価格水準の高い取引も見られる状況にあり、地価の底上げ
が進んでいる。土地の個別性と立地事情により取引価格（単価）には幅があるものと推定される。

比準価格は周辺類似地域の規範性のある取引事例から試算しており実証的である。収益価格は立地事情を考慮した商業
用建物から試算しており、土地の収益性を的確に反映している。両試算価格は開差があるが、比準価格は市場の実態を
反映しており価格説得性を有する一方、収益価格は低位で想定事項も多い。よって比準価格を重視して収益価格を比較
考量し、さらに代表標準地からの価格にも留意のうえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

一宮5-7

231,000

103.0

100.0 114.2

100.0
208,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

+2.0

+12.0

0.0

0.0

■ □

193,000

□ □

+7.8

金利が上昇傾向にあり、また景気の先行きに対する不透明感
が出ているため商業地の需要に影響を与えている。

繁華性良好な中心市街部の商業地域であり、尾張一宮駅周辺
の商業地の地価の上昇が継続。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況
設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  8日提出

一宮(県)5-8

一宮(県)5-8 愛知県 愛知第５

株式会社　十八鑑定

中村　智信

32,700,000 150,000

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 15日

令和  7年  7月  1日 令和  7 115,000

一宮市大志１丁目１３番１
「大志１－１３－１９」

218

1:2 店舗兼事務所
ＲＣ4

中低層の店舗、事務
所等が建ち並ぶ県道
沿いの商業地域

西25m県道 水道、
ガス、
下水

尾張一宮
800m

商業
( 80, 400 )
準防

( 90, 400 )

35 0 40 65 中層店舗兼事務所地

12 20 240 長方形

特にない。 ２５ｍ県道 尾張一宮駅
南東方800m

商業
(駐車付置義務)
( 90, 400 )
準防

県道名古屋一宮線沿いに、中低層の事務所や店舗のほか住宅も見られる商業地域である。当面は現状のままで推移する
ものと予測する。

中層店舗兼事務所地

150,000

87,800

／

／

ない

同一需給圏は、一宮市及び周辺市の商業地域。需要者は、店舗や事務所利用を目的とする法人事業者か、賃貸収益を目
的とする地元事業者等が中心である。市の中心部で幹線道路沿いにあり、尾張一宮駅への接近性も比較的よいため、マ
ンション等への用途転換も考えられる。地域内は新規店舗の進出、集積において大きな動きはなく、商況等で特段の変
化は見られない状況にある。需要の中心となる価格帯は、規模・用途等によって様々であり、一概には決め難い。

比準価格は、一宮市内及び稲沢市内の商業地の事例から試算したもので、市場性を反映した説得力のある価格である。
一方、収益価格は、対象基準地上に店舗兼事務所を想定し試算したが、不動産の収益性によって価格が形成されるに至
っておらず、賃貸市場は未だ成熟しているとはいえない。そこで、本件では比準価格を標準とし、市場価格と乖離して
低位に試算された収益価格を参酌し、さらに代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

■ □

一宮5-7

231,000

103.0

100.0 158.6

100.0
150,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+4.0

+51.0

+1.0

0.0

■ □

139,000

□ □

+7.9

尾張一宮駅周辺の商業地は、マンション需要等に支えられて
概ね底堅く推移しているが、物価高騰等の経済的要因が翳り
を孕んでいる。

尾張一宮駅の周縁部、県道沿いに位置する商業地である。地
域要因には特段の変動要因は認められない。

個別的要因に変動はない。



鑑 定 評 価 書 年地価調査）　別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名 業者名

氏名 不動産鑑定士

鑑定評価額 円 １㎡当たりの価格 円/㎡

1 基本的事項

(1)価格時点 (4)鑑定評価日 (6) [ 年 1月] 円/㎡
路
線
価

路線価又は倍率 倍
(2)実地調査日 (5)価格の種類 正常価格 倍率種別

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

2 鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1) ①所在及び地番並びに ②地積 ⑨法令上の規制等

基
準
地

「住居表示」等 (㎡) ( )

③形状 ④敷地の利用の現況 ⑤周辺の土地の利用 ⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

　の状況 処理施   接近の状況

設状況

(その他)

(2) ①範囲 東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北 ｍ ②標準的使用

近
隣
地
域

③標準的画地の形状等 間口 約 ｍ、奥行 約 ｍ、規模 ㎡程度、形状

④地域的特性
特記

事項

街

路

交通

施設

法令

規制

⑤地域要因の
　将来予測

(3) 最有効使用の判定 (4)対象基準地

(5)鑑定評価の手法
取引事例比較法 比準価格 円/㎡

   の個別的要
   因        

　 の適用        収益還元法 収益価格 円/㎡

原価法 積算価格 円/㎡

開発法 開発法による価格 円/㎡

(6)市場の特性　　

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由 　  　   

(8) ① 代表標準地 標準地 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

標準地番号   修正   補正   因の比   要因の 　の規準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

公示価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(9) ①指定基準地番号 ②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地 ⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路 地
域
要
因

街路

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

  修正   補正   因の比   要因の 　の比準価格 交通 交通

  較 　比較 (円/㎡) 環境 環境

  前年指定基準地の価格 画地 行政
[ ] 100 100 [ ]

行政 その他
円/㎡ 100 [ ] [ ] 100

その他

(10) ①-1 対象基準地の検討 ③ ［
一般的

］
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

継続 新規 価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要  因

前年標準価格 円/㎡

①-2 基準地が共通地点（代表標準地等と
［ 地  域 ］

　 　同一地点）である場合の検討 要  因

代表標準地 標準地

標準地番号
［
個別的

］
公示価格 円/㎡ 要  因

②変動率 年間 ％ 半年間 ％

（令和 7 令和  7年  7月  8日提出

一宮(県)9-1

一宮(県)9-1 愛知県 愛知第５

株式会社クラヨシカンテイ

倉橋　克弘

28,100,000 80,800

令和  7年  7月  1日

令和  7年  6月 16日

令和  7年  7月  4日 令和  7 65,000

一宮市三ツ井３丁目５番２
「三ツ井３－５－３」

348

1:2 工場 小工場、物流施設に
ホテル等が混在する
地域

北25m県道 水道、
ガス、
下水

妙興寺
3.3km

準工
( 60, 200 )

120 100 30 50 物流施設用地

14 25 350 長方形

特にない ２５ｍ県道 妙興寺駅
南東方3.3km

準工
( 60, 200 )

一宮ＩＣ近接地域で国道２２号にアクセスが良く、物流倉庫・事業所に適した地域である。空地はほぼなく、当面現状
程度で推移するものと予測する。

流通施設用地

80,800

42,900

／

／

ない

同一需給圏は一宮市を中心とした尾張地区の交通アクセスに優れた工業地の圏域。需要の中心は同一需給圏内に事業拠
点を有する製造業を中心とした事業者である。景気も緩やかな回復傾向にあり、企業の投資意欲の回復が見られる。工
業地取引は業種、業態等により様々であり、中心となる規模、価格等の把握は困難である。

近隣に貸工場・貸倉庫は少なく、自用の工場が中心を占める。当該地域の工場地は本来指向すべき収益性よりもむしろ
、資産性を重視した価格形成がなされており、収益価格は低位に求められた。従って、取引市場における価格形成を反
映する比準価格を標準とし、収益価格は参考程度に留め、類似する標準地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の
通り決定した。

□ ■

一宮9-3

94,600

100.6

103.0 114.6

100.0
80,600

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0
0.0

+5.0

+3.0

+6.0

0.0

0.0

■ □

80,000

□ □

+1.0

持続的な物価上昇等の懸念はあるものの、雇用・所得環境の
改善を受けて、景気は緩やかな回復傾向にある。

特筆するような地域要因の変動はない。

個別的要因に変動はない。


